
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久留米女性憲章 

わたくしたちは、「男女共同参画社会 久留米」をめざし、人間としての自立と平等を基本理念として、

家庭で、学校で、職場で、地域で、生涯を通じ、男女がともにのびやかに豊かに生きる新しいまちづく

りを進めるために、この憲章を定めます。 

１ 男女平等をあらゆる場、あらゆる機会で進めます。 

２ 男女がともに自立し、いきいきと暮らせるまちをつくります。 

３ 男女があらゆる分野にともに参画できるまちをつくります。 

昭和 63 年 10 月 1 日 久留米市告示第 103 号 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ２年 ３月 

久 留 米 市 

概要版  



 

1 

回答者数 = 1,114

（ア）家庭生活では

（イ）職場では

（ウ）学校教育の場では

（エ）地域活動・社会活動の
      場では

（オ）政治の場では

（カ）法律や制度のうえでは

（キ）社会の慣習・しきたり
      などでは

（ク）社会全体では

3.5

1.7

0.8

1.1

0.4

1.3

0.8

1.4

12.0

8.7

5.4

7.7

1.7

6.2

3.3

5.5

22.2

20.1

65.2

33.7

12.3

39.6

10.4

11.8

44.0

45.6

18.0

42.7

40.4

34.5

49.7

60.7

16.0

19.5

3.3

10.8

40.9

13.9

32.4

17.4

2.3

4.4

7.3

4.0

4.2

4.5

3.3

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同感
する

同感
しない

回答者数 =

全　体 1,114 31.2 66.1

女　性 632 28.5 69.0

男　性 456 33.7 63.6

3.1

1.6

4.8

28.1

26.9

28.9

33.8

34.3

33.8

32.3

34.7

29.8

2.6

2.5

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女平等に関する意識 
「男は仕事、女は家庭」という考えに同感しない人の割合は、前回初めて半数を超えた 53.4％をさ

らに上回り 66.1％となり、市民の男女平等の意識は年々進んできていると言えます。しかし、家庭や

職場、政治の場において男性が優遇されていると感じている人は多い状況であることから、意識と現

実が乖離していることがうかがえます。実質的な男女平等を実現するために、教育・啓発を進めるとと

もに、固定的性別役割分担意識に基づく慣習や慣行を解消していくことが重要です。 
 

男は仕事、女は家庭という考え方 

 『同感しない』は前回調査に比べ 12.7 ポイント増えました。また、『同感しない』は男女ともに６割を

超えており、女性は約７割と男性に比べ高くなっています。男女平等意識の啓発はある程度進んでき

ていますが、同感する人が約３割いることから、まだまだ固定的性別役割分担意識が残っていること

がわかります。 

 

 

 

 

  

 
 
 

※「同感する」と「ある程度同感する」を合わせて『同感する』、「あまり同感しない」と「同感しない」を合わせて『同感しない』

と表しています。 

 

男女の地位の平等感 

「社会の慣習・しきたり」や「政治の場」では、『男性の方が優遇されている』と感じている人が８割を

超え、「社会全体」でも約８割が同様に感じています。「学校教育の場」を除き、男性優位の社会である

ことがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

同感する ある程度同感する あまり同感しない 同感しない 無回答

女性の方が優遇されている

平等

男性の方が優遇されている

どちらかといえば女性の方が優遇されている

どちらかといえば男性の方が優遇されている

無回答
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引き受ける

19.3％

断る

76.7％

無回答

4.0％

％

男性優位の組織運営になって

いるから

家庭、職場、地域などで、男

女で役割を分ける意識が根強

いから

家事・育児や介護に支障がで

るから

女性をリーダーとして育てよ

うとする社会風土が形成され

ていないから

家族の支援・協力が得られな

いから

女性の積極性が十分でないか

ら

女性の能力開発の機会が不十

分だから

その他

無回答

55.2

52.5

50.9

49.1

29.0

18.3

15.7

2.2

2.2

57.6

52.2

56.6

47.3

31.8

15.0

14.7

1.1

1.9

52.0

53.9

43.0

53.1

24.8

22.4

17.3

3.7

2.4

0 20 40 60 80 100

【女性】 【男性】 

政策・方針決定の場への女性の参画 
市では男女共同参画社会の実現に向けて、あらゆる分野における政策・方針決定の場に女性が参

画できるよう取組を進めています。しかし、地域活動への女性参画の意識は男女ともにたいへん低い

状況です。地域活動における意思決定の場に男女がともに参画することが、活力ある住み良いまちづ

くりに繋がることを啓発するとともに、誰もが参画しやすい環境の整備が重要となっています。 

 

女性が地域の役職につくこと 

「断る（断ることをすすめる）」は、女性で 76.7％、男性では 54.6％で、女性の方が高くなっています。

女性は断る理由として「男性優位の組織運営になっているから」「家事・育児や介護に支障がでるから」

をあげる人が多く、地域の環境や家庭環境により参画しづらい状況があることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策・方針決定の場に女性が少ない理由 

「男性優位の組織運営」「家庭、職場、地域などで、男女で役割を分ける意識が根強いから」「家事・

育児や介護に支障がでる」が５割を超えています。女性が上回っているのは「家事・育児や介護に支障

がでる」「家族の支援・協力が得られない」で、男性が上回っているのは「女性の積極性が十分でない」

「女性リーダーを育てる社会風土が形成されていない」となっています。女性は家族との関係、男性は

女性の能力や慣習が課題であると捉えていることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

引き受けること

をすすめる

37.3％

断ることを

すすめる 54.6％

無回答

8.1％

全体 （回答者数 = 1,114）

女性 （回答者数 = 632）

男性 （回答者数 = 456）

系列1
※複数回答 

回答者数＝632 回答者数＝456 
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していない

24.6％

30分未満

27.9％
30分～

1時間未満

20.0％

1～2時間未満

12.7％

2～4時間未満

5.5％

4～6時間未満0.9％

6～8時間未満

0.2％

８時間以上 0.2％

無回答 8.1％

していない

1.9％
30分未満

4.6％
30分～

1時間未満

9.0％

1～2時間

未満

20.4％

2～4時間未満

34.5％

4～6時間

未満

14.9％

6～8時間未満

5.2％

８時間以上

2.4％
無回答

7.1％

％

炊事、掃除、洗濯などの家事

をする

自治会・町内会などの地域活

動を行う

親などの世話（介護）をする

育児、子どものしつけをする

生活費を得る

保育所・幼稚園・学校等の行

事や活動に参加する

日々の家計を管理する

子どもの教育方針や進学目標

を決める

高額の商品や土地・家屋の購

入を決める

無回答

38.5

21.1

16.6

12.5

11.1

9.7

8.2

6.2

2.7

28.9

53.0

21.1

19.0

17.7

7.3

13.8

5.2

5.8

1.3

19.4

19.1

21.1

12.3

6.0

16.2

4.6

12.3

6.3

4.6

41.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

回答者数＝632 回答者数＝456 

【女性】 【男性】 

子育て、家庭生活  
家庭生活において男性はほとんど家事に携わっていません。しかし、配偶者・パートナーにしてほし

いこととして、女性は男性に家事や育児への参加を求めていることから、男性も固定的性別役割分担

意識にとらわれることなく家事や育児に参画していくことが必要です。 

 

一日のうち家事をする時間 

女性の家事時間は『２時間以上』が約 6 割となっていますが、男性では「していない」と、「30 分未満」

を合わせて約 5 割となっており、家事の多くを女性が担っていることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者・パートナーにしてほしいこと 

「炊事、掃除、洗濯などの家事をする」は女性で５割を超えており、男性の２倍以上となっています。

また、「育児、子どものしつけをする」「保育所・幼稚園・学校等の行事や活動に参加する」も男性に比

べ女性の方が高くなっていることから、女性は、男性の家事や育児への参加を求めていることがうか

がえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全体 （回答者数 = 821）

女性 （回答者数 = 464）

男性 （回答者数 = 351）
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％

職場に取りやすい雰囲気がな

いから

取ると仕事上周囲の人に迷惑

がかかるから

経済的に困るから

仕事が忙しいから

取ると人事評価や昇給に悪い

影響があるから

51.2

40.4

21.4

17.2

16.6

56.2

39.9

21.0

15.3

18.5

46.7

42.5

21.7

20.0

14.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体 （回答者数 = 1,114）

女性 （回答者数 = 632）

男性 （回答者数 = 456）

系列1

仕事、ワーク・ライフ・バランス 
令和元年度内閣府の男女共同参画白書では、女性の 46.9％は第 1 子出産を機に仕事を辞めてい

ます。女性が職業を持ち働き続けるためには、仕事と家庭が両立できる制度の充実やそれを可能にす

る職場環境の整備、再雇用制度の整備等が重要です。また、あわせて男性の家庭生活への参画と育

児休業の取得を進めていく必要があります。 

 

女性が職業を持ち働き続けるために必要なこと（上位 5 項目） 

「育児休業や短時間勤務などの仕事と家庭が両立できる制度を充実する」「仕事と家庭が両立でき

る制度が利用しやすい職場の雰囲気づくりをする」が３割を超えており、仕事と家庭が両立できる制

度の充実や、それを可能にする職場環境の整備、その他再雇用制度の充実などが求められています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

 

男性が育児休業を取得しない理由（上位５項目） 

「職場に取りやすい雰囲気がないから」が約 5 割、「取ると仕事上周囲の人に迷惑がかかるから」が

約 4 割と高くなっており、職場において男性の育児休業への理解が低く、取得しづらい雰囲気や環境

があることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 （回答者数 = 1,114）

女性 （回答者数 = 632）

男性 （回答者数 = 456）

系列1

％

育児休業や短時間勤務などの

仕事と家庭が両立できる制度

を充実する

仕事と家庭が両立できる制度

が利用しやすい職場の雰囲気

づくりをする

結婚・出産・介護などの都合

でいったん退職した女性のた

めの再雇用制度を普及、促進

する

結婚したり出産したりすると

勤めにくいような慣習を改め

る

残業や休日出勤ができないこ

とで不利な扱いをしない

36.7

32.1

29.0

27.5

21.8

37.7

32.9

29.3

27.5

26.4

36.6

31.6

29.2

28.1

15.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

結婚・出産・介護などの都合

でいったん退職した女性のた

めの再雇用制度を普及、促進

する
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％

相談しなかった

相手に直接抗議した

家族や友人に相談した

職場の上司や学校の先生など

に相談した

公的な相談機関や警察に相談

した

弁護士など法律の専門職に相

談した

その他

無回答

54.9

20.4

17.1

5.3

1.5

0.0

6.5

5.0

56.6

20.6

17.2

6.4

1.1

0.0

7.1

3.7

46.3

19.4

17.9

1.5

3.0

0.0

4.5

10.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

受けたことがある

14.7％

受けたこ

とがない

85.3％

受けたこ

とがある

42.2％

受けたこ

とがない

57.8％

全体 （回答者数 = 339）

女性 （回答者数 = 267）

男性 （回答者数 = 67）

％

職場で

地域で

スポーツや趣味の活動の場で

学校で

病院に入院・通院したとき

福祉等の施設を利用したとき

その他

無回答

69.3

24.2

10.3

8.0

3.5

2.4

13.0

4.7

70.8

24.7

10.5

8.6

3.4

1.9

13.9

3.4

64.2

22.4

10.4

4.5

4.5

4.5

6.0

10.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

回答者数＝632 回答者数＝456 

【女性】 【男性】 

女性への人権侵害 
セクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ）をはじめ、ドメスティック・バイオレンス（パートナーや恋

人からの暴力）や性暴力等の女性に対する暴力は、犯罪となる行為も含む重大な人権侵害であり、克

服すべき重要な課題です。暴力の加害者にも被害者にもならないための啓発や教育を進めるととも

に、被害を重篤化しないための相談窓口に関する情報の周知や相談しやすい環境を整えることが必

要です。 

 

セクハラを受けた経験 

セクシュアル・ハラスメントを受けた女性は 42.2％と、約２人に１人が何らかのセクシュアル・ハラス

メントを受けた経験を持っています。 

 

 

 

 

 

 
 
 

相談したか 

「相手に直接抗議した」人は男女とも約 2 割

しかいません。「相談しなかった」人は男女とも

約５割となっており、半数が相談できていない

状況です。相談した人も家族や友人が２割弱

で、市や警察、弁護士などの公的機関や専門

家に相談した人はたいへん少なくなっていま

す。 

 

 

セクハラを受けた場所 

セクシュアル・ハラスメントを受けた場所は、

男女とも「職場」が最も高く約７割、次に「地域」

の約２割となっています。いずれも身近な社会

生活の場で被害が起こっていることから、近し

い関係の中でのハラスメントに対する啓発を

進めていくことが必要です。  

全体 （回答者数 = 339）

女性 （回答者数 = 267）

男性 （回答者数 = 67）

系列1
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回答者数 =

全体 1,114

女性 632

男性 456

21.1

25.8

15.1

66.5

65.0

70.8

12.4

9.2

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 1,114

（ア）素手でたたく。殴る・蹴る・

      体を傷つける可能性のあるもので殴る

（イ）首を絞める

（ウ）相手に向かって物を投げつける

（エ）殴るふりやドアを蹴ったり、壁に物を

      投げつけたりして脅す

（オ）何を言っても無視する

（カ）大声で怒鳴る

（キ）｢ 誰のおかげで生活できるんだ｣ 、

     「甲斐性無し」などと言う

（ク）相手が嫌がっているのに性的な行為を

      強要する

（ケ）相手が嫌がっているのにアダルトビデオ

      やポルノ雑誌を見せる

（コ）避妊に協力しない

（サ）生活費など必要なお金を渡さない

（シ）生活費を必要以上に細かくチェックする

（ス）身内や友達との付き合いや外出を制限

      する

（セ）携帯電話やメール等通信履歴をチェック

      する

78.9

87.5

70.6

58.8

28.5

42.2

57.5

73.4

65.5

57.5

56.7

27.6

38.4

41.6

11.4

2.4

18.9

28.7

45.7

40.3

25.7

14.5

18.6

24.5

22.3

43.0

37.8

34.4

0.2

0.2

0.5

2.2

14.5

6.7

6.1

1.8

4.8

6.0

9.2

17.7

12.6

12.7

9.5

9.9

10.0

10.3

11.2

10.8

10.8

10.2

11.1

12.0

11.8

11.8

11.2

11.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＤＶを受けた経験・相談したか 

パートナーから暴力を受けた女性は 25.8％となっており、約４人に１人が何らかの暴力を受けた経

験を持っています。そのことを、「相談しなかった（できなかった）」人は５割を超えており、相談できてい

ない状況がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暴力だと思うか 

これはいずれも暴力にあたります。「（ア）たたく」や「（イ）首を絞める」の身体的暴力は、暴力の認識

が高くなっています。一方、「（オ）何を言っても無視する」の精神的暴力や「（シ）生活費を必要以上に

細かくチェックする」の経済的暴力は、暴力に対する認識が低いことが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

全　体 235

女　性 163

男　性 69

33.2

38.0

21.7

58.3

54.6

68.1

8.5

7.4

10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談した

相談しなかった（できなかった）

無回答

暴力を受けたことがある人

暴力を受けたことがない人

無回答

どんな場合でも暴力にあたる

暴力にはあたらない

暴力にあたる場合もそうでない場合もある

無回答
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％

各種団体の女性のリーダーを

育成する

地域で男女平等をすすめる生

涯学習の機会や場を増やす

性暴力被害者支援のための取

り組みを強化する

広報紙やパンフレット、講座

などで、男女平等について啓

発を強化する

男性相談窓口の設置など、男

性への支援を充実させる

外国人女性のための支援策を

充実する

その他

特にない

無回答

11.0

10.9

9.2

9.0

3.8
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％

保育所・学童保育所の整備、

育児休業制度の普及など、男

女がともに働き続けるための

条件整備を進める

男性の家事、育児、介護など

への参加を促すような啓発を

強化する

女性の再就職・起業・資格取

得等のための職業教育・訓練

の機会を提供する

行政・企業・地域などあらゆ

る分野で女性の積極的登用を

促進する

高齢者や障害者（児）の介護

者への支援策を充実する

職場における男女の均等な取

り扱い（仕事の内容・賃金な

ど）について周知徹底をする

審議会など行政の政策・方針

を決定する場に女性の参画を

増やす

保育所・幼稚園や学校におけ

る男女平等教育を充実させる

ひとり親家庭や寡婦に対する

支援策を充実する
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男女共同参画社会の実現 

「市民一人ひとりが輝く都市久留米」を目指して人権の尊重と男女共同参画が確立されたまちを実現

するために、固定的性別役割分担意識を解消し、男女が対等なパートナーとして認め合い、それぞれが

あらゆる分野で自らの能力を発揮できる男女平等な社会づくりを、さらに進めていくことが必要です。 

 

男女共同参画社会実現のために望む施策 

「保育所・学童保育所の整備、育児休業制度の普及など、男女がともに働き続けるための条件整備

を進める」「男性の家事、育児、介護などへの参加を促すような啓発を強化する」「女性の再就職・起

業・資格取得等のための職業教育・訓練の機会を提供する」等が上位にあがり、いずれも女性の割合

が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

調査の概要 

市民の男女平等に関する意識と実態を把握し、第４次久留米市男女共同参画行動計

画及び第３次ＤＶ対策基本計画策定の基礎資料として実施しました。 

１ 調査地域 久留米市全域     

２ 調査対象者 18 歳以上の男女 3,000 人    

３ 回収率 有効回収数 1,114 人（有効回収率 37.1％） 

４ 抽出方法 住民基本台帳から無作為抽出 

５ 調査方法 郵送法 

６ 調査期間 令和元年７月 19 日～８月６日 

全体 （回答者数 = 1,114）

女性 （回答者数 = 632）

男性 （回答者数 = 456）

系列1


